
総務局人権行政推進委員会 

 

 

  開催日：令和７年４月 25日（金）  

場所 ：第１特別会議室       

 

議題 

「人権の視点！１００！」実行プログラム策定について（令和７年度） 



令和 7年 1月 28日  

各所属人権行政推進体制 

(人権行政推進委員会等) 事務局 ご担当者 様 

人権行政推進本部事務局  

 

 

「人権の視点！100！」実行プログラムの取組みについて（依頼） 
（令和 6年度実行プログラムの評価及び令和 7年度実行プログラムの策定） 

 

標題について、各所属人権行政推進体制（人権行政推進委員会等）においては、「大阪市人権行政

推進計画～人権ナビゲーション～」に基づき、実行プログラムを策定し、人権尊重の視点からの行政

運営の推進に取り組まれているところです。 

つきましては、令和 6 年度実行プログラムの評価及び、令和 7 年度実行プログラムの策定につい

て、次のとおり依頼します。 

 

記 

 

１ 依頼内容 (1)  令和 6年度「人権の視点！100！」実行プログラムの評価 

（様式 2の記入及び提出） 

 (2)  令和 7年度「人権の視点！100！」実行プログラムの策定 

（様式 1 の記入及び提出） 

２ 提出期限  （1）  令和 7年 3月 31 日（月） 

 （2）  令和 7年 4月 30日（水） 

 ※提出期限の厳守をお願いします。 

３ 提出方法  人権行政推進本部事務局（市民局人権企画課）あて、メールにて提出してください。 

  メールアドレス ca0014@city.osaka.lg.jp 

４ 添付資料  （様式 1）   「人権の視点！100！」実行プログラム策定シート 

 （様式 2） 「人権の視点！100！」実行プログラム評価シート 

 （参 考）  「人権の視点！100！」実行プログラム実践マニュアル 

※ 「人権の視点！100！」実行プログラム実践マニュアルに従って作成をお願いします。 
なお、同マニュアルには巻末資料として、「大阪市人権行政推進計画～人権ナビゲーション～」を

収録していますので、計画策定時のヒントとしてご活用ください。 

 

５ そ の 他  各所属の実行プログラムの取組みについては、大阪市人権施策推進審議会、大阪市

人権行政推進本部幹事会議、庁内ポータル等で報告・情報共有する予定です。 

６ 問合せ先  市民局ダイバーシティ推進室人権企画課（永田、富松、的場） 

 電話 06-6208-7613 

mailto:ca0014@city.osaka.lg.jp


様式１

※日付入力→ 現在

令和 7 年度 行政部総務課（白江） 6208-7411

実行プログラム（人権尊重の視点からの行政運営を推進するための取組み）について

④ プログラムの名称 身近な人権課題について考え、行動できるようにレベルアップを図ろう！

大阪市人権行政推進計画～人権ナビゲーション～に基づく

「人権の視点！１００！」実行プログラム策定シート

① 実施年度 ② 担当課名（担当者名） ③ 電話番号

所属名 総務局

　施策を進めるうえで、人権の視点を踏まえ、業務上で配慮できるよう、

職員の人権に対する意識を向上させる。

　人権の視点をもって行動・対応ができるよう、留意すべきポイントを職

員へ紹介する。

令和７年４月　日

取

組

方

針

2  具体的取組み

の方向性

1  基本姿勢

　職員が、市民・職員と応対する際に必要であり、常に理解度を深めるこ

とが求められる人権課題についてテーマ設定し、研修を行うことで、職員

の人権課題に関する基礎的な知識を向上させ、プログラムで取り上げた人

権課題に直面した際は、人権の視点を踏まえて市民・職員へ寄り添った応

対ができる職員を育成する。

実施者：総務課

対象者：全職員

時期：７月～12月

内容：事前アンケートにより設定したテーマについて具体的に現状や留意

すべきポイント等をまとめた研修資料を定期的にチームサイトへ掲載し、

その旨をメールで全職員へ通知のうえ、各自で研修を受講する。

【人権の視点を踏まえて応対できる職員の育成】

　効果を検証するため、前年度及び研修受講後にアンケート調査を実施

し、人権課題について「背景も含めて、他者に説明することができる」と

回答した職員の割合を前年度と比較して15％アップ

⑦ 行動（行為）目標

　人権課題について具体的に現状や留意すべきポイント等を紹介する。

　紹介した内容をチームサイトへ蓄積し、アーカイブを作成するととも

に、その旨をメールで職員へ周知する。

⑥ プログラムの概要

（実施者、対象者、場

所、時期、内容など）

⑧ 期待できる効果

⑤ プログラムのねらい



伝える 聴く・知る 備える 支える つながる 務める

（情報公開・広報） （公聴） （環境整備） （行政サービス） （協働） （事業者としての責任）

　 ○ 　 ○ 　 　

⑨ 前年度又は策定時点

において実施中の実行

プログラムの評価を踏

まえて改善させたとこ

ろ

　令和６年度の研修後に実施した職員向けアンケート調査において、アン

ケートの回答割合が令和５年度の76％から16％低下し、60％に留まっ

た。

　アンケート調査は、研修の効果測定のほか、次年度の実施テーマを決め

る上で欠かせないものであるため、実施者である総務課ではプログラムの

実施時期の見直しに加え、アンケートの回答状況に応じて適切に周知、督

促を実施することとする。

⑩ 実施スケジュール（予定）　※行の追加・削除はご遠慮ください（着色セルの拡大・結合は可）

1月

⑪ 実施により強化でき

る「人権の視点！

100！」の項目

※プルダウン選択

2月

3月

下

半

期

10月

11月

12月

研修（テーマ②：メール配信）

（令和７年度）事後アンケート調査

（令和８年度）事前アンケート調査

4月

本プログラムの周知

上

半

期

5月

6月

7月

8月

9月

研修（テーマ①：メール配信）

（令和７年度）事後アンケート調査



⑫ 上記の項目の強化に

つながると考える改善

や工夫

　職員が、業務を行う中で人権課題に直面した際は、人権の視点を踏まえ

て市民・職員へ寄り添った応対ができるよう、実践での活用を可能とする

内容をプログラムへ盛り込み、チームサイトに掲載することとする。ま

た、事前アンケートを実施して、市民・職員と応対する際に必要かつ常に

理解度を深めることが求められる人権課題を抽出し、複数年にわたり、プ

ログラムのテーマを設定のうえ研修を行うことにより、上記項目の強化に

つなげる。

⑬ その他（所属の業務

実態や特性にあわせて

独自の工夫を行ってい

るところなど）



様式２

※日付入力→ 現在

6 年度

⑥ 行動（行為）目標／

行動（行為）実績

　人権課題について具体的に現状や

留意すべきポイント等を紹介する。

　紹介した内容をチームサイトへ蓄

積し、アーカイブを作成するととも

に、その旨をメールで職員へ周知す

る。

　人権課題について具体的に現状や留意す

べきポイント等を紹介した。

　紹介した内容をチームサイトへ蓄積し、

アーカイブを作成するとともに、その旨を

メールで職員へ周知した。

大阪市人権行政推進計画～人権ナビゲーション～に基づく

「人権の視点！１００！」実行プログラム評価シート

所属名 総務局

令和7年3月31日

策定時（当初目標） 実施結果（実施後）

⑤ プログラムの概要（実

施者、対象者、場所、時

期、内容など）

行政部総務課（葛原） 6208-7411

実行プログラム（人権尊重の視点からの行政運営を推進するための取組み）について

④ プログラムの名称 身近な人権課題について考え、行動できるようにレベルアップを図ろう！

① 実施年度 ② 担当課名（担当者名） ③ 電話番号

実施者：総務課

対象者：全職員

時期：令和６年７月～11月

内容：事前アンケートにより設定し

たテーマについて具体的に現状や留

意すべきポイント等を定期的にチー

ムサイトへ掲載し、その旨をメール

で全職員へ通知のうえ、各自で研修

を受講する。

実施者：総務課

対象者：全職員

時期：令和６年７月～12月

内容：事前アンケートにより設定したテー

マ「こどもの人権」「LGBTなどの性的少

数者」について、現状や留意すべきポイン

ト等をまとめた研修資料を作成し、全職員

に通知の上、各自で研修を実施した。



⑨ 市民・職員からの意

見・感想など

・こどもの人権については初めて学習したのでためになったと思う。

・とても手の込んだ資料を作っておられたので、非常に担当者の熱意を感じまし

た。

・過去の分も閲覧できるためありがたいです。

・分かりやすく、ボリュームもちょうどよい資料であったと思います。

9月

情報発信（テーマ①：メール配信）8月

10月

11月

12月

3月

情報発信（テーマ②：メール配信）

1月 （令和６年度）事後アンケート調査、（令和７年度）事前アンケート調査

7月

下

半

期
2月

⑦ 期待していた効果／

実施後に判明した効果

【人権の視点を踏まえて応対できる

職員の育成】

　効果を検証するため、事前及び事

後アンケート調査を実施し、人権課

題について背景も含めて、他者に説

明することができると回答した職員

の割合15％アップ

・令和５年３月、令和６年度プログラムの

テーマ設定の検討及び研修前の理解度測定

を目的に、職員向け事前アンケート調査を

実施した。（回答率73％）

・令和７年１月、研修後の理解度を図るた

め、事後アンケート調査を実施した。（回

答率60％）

・「こどもの人権」については、事前・事

後アンケート調査の結果を比較すると、

「背景も含めて、他者に説明することがで

きる（以下「説明ができる」という。）」

と答えた者が15％から26％に増加してい

る。（11％アップ）

・「LGBTなどの性的少数者」について

は、事前・事後アンケート調査の結果を比

較すると、「説明ができる」と答えた者が

15％から37％に増加している。（22％

アップ）

・両テーマの増加割合平均は16.5%であ

り、目標である15％を超えていることか

ら、期待していた効果を得ることが出来た

と考えられる。

本プログラムの周知6月

5月

4月

上

半

期

※策定時の実施スケジュールではなく、実績ベースで記載してください。

※行の追加・削除はご遠慮ください（着色セルの拡大・結合は可）
⑧ 実施経過



伝える 聴く・知る 備える 支える つながる 務める

（情報公開・広報） （公聴） （環境整備） （行政サービス） （協働） （事業者としての責任）

策

定

時
○ 　 ○ 　 　

実

施

後
　 ○ 　 ○ 　 　

以下は、取組みの進捗状況や成果が、市民や職員にわかりやすく伝わったかという点で、

◎ しっかりとした体制で推進できた

以下は、策定した実行プログラムを遂行できる推進体制、進捗管理及び成果の検証方法が確立できていたかという点で、

⑩ 実施により強化で

きた「人権の視点！

100！」の項目

　※プルダウン選択

⑪ 策定時と実施後の評価

を比較して上記のように

分析した理由

　令和２年度からプログラムを見直し、職員が業務を行う中で人権課題に直面し

た際は、人権の視点を踏まえて市民・職員へ寄り添った応対ができるよう、実践

での活用を可能とする内容としている。

　また、市民・職員へ寄り添った応対ができるようスタンバイ（意識）している

状態になるためには、「説明ができる」レベルの職員を増やすことが必要である

と考え効果目標の設定を行った。

⑦に記載したとおり、結果として、人権課題について他者に説明することができ

ると回答した職員の割合が目標数値を超えていることから、策定時に設定した

「聴く・知る」「支える」の項目の強化に繋がったと考える。

〇 期待していたとおりの効果があった

以下は、取組みのためにかかった費用又は職員の時間や負担に対して明確な効果があったかという点で、

◎ 幅広く市民や他の所属でも普及又は応用できる

以下は、取組み結果が特定の市民に有効なものではなく、検証や改善により幅広い市民や他の所属でも普及又は応用が可能なものであったかという点で、

◎ とてもわかりやすく伝わった

　令和２年度から事前アンケート調査を導入し、職員が、市民・職員と応対する

際に必要であり、常に理解度を深めることが求められる人権課題についてテーマ

設定し、プログラムについては実践での活用を可能とする内容とした。

　⑦に記載したとおり、結果として、人権課題について他者に説明することがで

きると回答した職員の割合が目標数値を超えていることから、期待していた効果

を得たものと考える。

⑭ 実行プログラム全体を

通しての反省点
　事後アンケート調査の回答割合が昨年度と比べて低下した点。

⑬ 実行プログラム全体を通

して「人権尊重の視点」か

ら評価できるところ

普及性

費用対効果

推進体制

わかりやすさ

⑫ 項目別評価　※プルダウン選択

取組み内容
以下は、「人権の視点！100！」を踏まえた事業や取組みとして、「人権尊重の視点からの行政運営」を推進するためのものとなっていたかという点で、

〇 取組み例としては一般的であった

効果の程度
以下は、人権尊重の視点からの課題の解決、行政運営の実現にあたり、達成目標が明確であり、その効果が広く市民サービスの向上等に効果があったかという点で、

〇 期待していたとおりの効果があった

評価の総括　※所属人権行政推進委員会等として記入してください。



⑮ 今回の評価結果を踏ま

えて所属の業務又は次期

実行プログラムを改善す

るところ

　⑭記載の事後アンケート調査の回答割合の低下について、令和６年度は、職員

の負担軽減等のため、可能な限り早期にプログラムの実施及び事後アンケート調

査を行ったところであるが、事後アンケート調査を年末年始の長期休暇直後に

行ったことが回答割合低下の要因になったと考えている。

　引き続き職員の繁閑時期を踏まえたプログラムの実施時期を検討したい。

⑯人権行政推進委員会等

委員長（所属長）のコメ

ント

　職員が、市民・職員と応対する際に必要であり、常に理解度を深めることが求

められる人権課題についてテーマ設定し、プログラムについては実践での活用を

可能とする内容としたことで、職員の人権意識向上に繋がっており、一定、取組

の効果があったと評価できる。

今後も、継続して取組を進めることで、職員のさらなる人権意識の向上に繋げて

いきたい。


